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５－２　ディスカッションペーパー（和文）

（本資料は、調査実施前に議論のたたき台として作成したディスカッションペーパーに、各々の

観点からの調査結果を事後的に太字で付したものである。）　

スリランカ鋳造技術向上計画（フォローアップ）終了時評価調査

対処方針と評価結果の対比

　以下に、本件対処方針会議時に、評価５項目ごとに提示した諸論点と対比する形で、評価結果

を再整理する（太字の箇所が評価結果）。

１．妥当性

（中小企業振興の妥当性）

○スリランカ政府として中小企業振興という大きな政策目標を掲げており、鋳造企業の大部分が

中小規模であることを考えれば上位目標あるいはプロジェクト目標と国家政策との整合性は見

いだせると思われるが、この点、国家開発計画の再確認を行う。また、この意味では JICA の

スリランカに対する国別事業実施計画とも本プロジェクト目標は合致する。

→国家開発計画との整合性には問題ないと思われる（ただし、当該箇所を引用すべく、スリラン

カ側に関連文書の提出を再三求めたものの文書自体は提出されなかった）。

（鋳造産業振興の妥当性）

○一方、数ある産業分野のなかで、鋳造分野を協力対象として選定した過程については疑問を差

しはさむ余地があると考えられる。先方政府機関との意見交換を通じ、かかる視点からのプロ

ジェクトの妥当性を再検討する。しばしば鋳造産業が「機械産業の裾野産業」であるとして重

視されるが、この観点からは、スリランカの鋳造企業が裾野産業としての機能を果たしている

のか、あるいは将来果たす見込みがあるのかを検討しなくてはならないと思われる。工業開発

委員会（IDB）が国産化することに力を入れたマンホールや surface cover、あるいは真ちゅう

鋳物分野における工芸品等は最終製品であり（鋳鉄部門の民間企業については一部輸入機械の

スペアパーツ等を製造）、裾野産業の振興を通じた産業構造の高度化という政策目標に本プロ

ジェクトが資するものであるかには疑問をはさむ余地があるので、これら製品のスリランカ経

済全体における位置づけを確認することとする。（なお、JICAが実施した工業振興・投資促進

計画調査（フェーズⅡ）においては、機械産業が「産業振興の基盤として必要」であるとして

振興対象に選ばれているが、鋳造産業に特化した記述は見あたらない。）

→本指摘はおおむね的を射ていることが確認された。合同評価報告書においては、いわゆる裾野
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産業としての機能は果たしていないにしても、スリランカの鋳造業が（自動車産業等）「高度

な」機械産業以外の産業に製品・部品を供給する役割を担っており、政府としても同産業を支

援する意欲があることから、スリランカ経済のニーズの観点からは妥当性は損なわれないと結

論した。一方で、機械産業の裾野産業としての役割を果たす見込みがないのなら、なぜ多くの

国の多くの産業セクターのなかで、スリランカの鋳造業を協力の対象として選定する必然性が

あるのかには依然として疑問をはさむ余地があると思われ、案件形成に係る今後の検討課題と

いえる（これに関連し、特定産業の育成を図る協力においては、同産業の振興政策のみなら

ず、政策が策定されるに至ったプロセスに着目することが望ましいという教訓を合同評価報告

書に盛り込んだ。これはひとつにはかかる政府の取り組みが、協力実施の justification につな

がり得ると考えられるためである）。

（公的機関による民間支援のアプローチ）

◎また、近年の開発援助をめぐる大きな考え方の潮流との関係では、中小企業振興という大目標

の重要性に関し議論の余地はないものの、その目標達成のためのアプローチとして、IDBのよ

うな公的機関を通じた技術移転が果たして効果的なのかという疑問を提示できる〔JICAの課題

別アプローチにおいてもかかる案件の形成にあたっては、世界銀行・国際通貨基金（IMF）に

よる支援との関係に配慮する必要があるとしている〕。スリランカ政府として、公的機関を通

じた中小企業の振興というアプローチに対してどのような意見をもっているのかを聴取すると

ともに、IDBのパフォーマンスについては以下の各評価項目の観点から評価することになる。

→今回の調査を通じ、スリランカ側関係者が想像以上に「新古典派的」アプローチに対する理解

を示しているとの印象を受けた。すなわち、IDBが有している組織改変のアイデアは、顧客た

る企業の利便を第一に考えるという点において、近年のドナーコミュニティーにおける BDS

（Business Development Service： 企業に対する事業支援サービス）をめぐる議論を色濃く反

映していると思われるのに加え、スリランカ政府の方針としてIDBのような組織に自主採算を

求めていることもこの方向性に合致する動きである。公的機関、あるいは民間企業の自助努力

を奨励するという意味において、望ましい方向であるとは思われるが、むしろ、あまりに急進

的にかかるアプローチを取り入れることはIDBの現状をかんがみるに得策でない（すなわち、

現実問題として、性急に政府からの予算交付を停止してしまうと、プロジェクト活動が頓挫し

てしまう可能性が極めて高い）と思われたことから、提言として独立採算の達成は漸進的に取

り進めるべきとの一項を加えることとした。

（国営企業民営化の方針との関係）

◎また、IDBが民間に対する技術サービスを提供することに加え、（高付加価値製品の）受託生産
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を行うことは国営企業民営化の政策方針と相容れるのか（技術力向上の手段であるとする主

張、自立発展性との兼ね合いをどう考えるか）を政府機関からの聞き取りを通じ調査する。

→スリランカ側関係者との議論を通じ、民業を圧迫するようなIDBの生産活動が望ましくないこ

とについてはコンセンサスが得られたものと考える。ただし、当面、IDBの技術力・名声の向

上、自己収入の確保の観点からかかる生産活動も容認されるべきとの考えを合同評価報告書の

提言の項に示した。

（プロジェクト・デザインの妥当性）

○以下、個別に示すように、本件についてはプロジェクト・デザインの妥当性、すなわちプロジェ

クト・デザイン・マトリックス（PDM）の設定のしかたそのものに疑問を覚える箇所が多数み

られる（以下、当該箇所に「PDの妥当性？」と付記）。そもそも、PDMを本体プロジェクトと

全く同一としたことは妥当だったかについてもかかる疑問点の１つである。このようなプロ

ジェクト・デザインの問題については、主に専門家チーム、あるいはC／ Pとの意見交換を通

じ、建設的な評価に結び付くようであれば、合同評価報告書への記載を検討する。

→指標、外部条件の設定に問題があった点を指摘し、計画段階においてより精緻なプロジェク

ト・デザインを描くべきであるとの教訓につなげた。

２．有効性

（IDB の技術サービスに対する顧客の満足度）

◎IDBが提供する技術サービスに顧客が満足しているかに係る評価は極めて重要であり重点的に

調査する。IDB側が実施した調査によれば、すべての参加者が肯定的な評価を下しているが、

評価基準が明確でないとの懸念が専門家から表明された経緯もあるので、企業等に対する質問

票、聞き取り調査を通じ、顧客の IDBのサービスに対する考えを確認する。また、顧客が適正

な対価を払ってでも、IDBのサービスを利用しようとする意欲があるかという視点も彼らの満

足度を測る「指標」であると考えられるので、サービス料金の水準についても確認する（これ

に関連し、IDBが発行する修了証目当てに研修を受けているのではないかとの専門家からのコ

メントがあり、留意を要する）。　

→調査団が実施した質問票、インタビュー調査においても顧客はIDBのサービスに対して概して

満足しているとの結果を得た。ただし、IDBとしては、「サービスの質に満足である」との顧客

からの回答に満足するのではなく、むしろ建設的なコメントが得られるよう顧客に対する質問

票を工夫すべきであると提言した。サービス料金については、研修コースが3,000スリランカ

ルピー（プラス税）、その他のサービスについては無料であることを確認したが、この料金水

準が顧客にどのように認識されているかについては、時間上の制約もあり十分に調査できな
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かった。

（技術サービス提供に係る実施体制）

◎ IDBの実施体制に関し、C／ Pの技術力向上の度合いを確認することに加え、彼らがどの程度

自力で（日本人専門家の力を借りず）技術サービスを提供できるようになったか（研修の講師

を務められているか、教材の作成、出版物の発行に積極的に携わっているか等）について確認

する。これには、民間のニーズに配慮した技術サービスの提供計画をどのようなプロセスで策

定しているか、あるいはC／Pのオーナーシップといった視点も含まれる。そもそも、フォロー

アップの実施にあたり、IDB側に真に民間との関係を構築したいとする意欲があったのか、自

身の技術力向上を欲しただけではないのかという点を専門家からの意見聴取を通じて確認す

る。また、PDMの指標との関連で、４品目につき C／ P が専門家の助けなしで技術移転が可

能であるとの回答がプロジェクト側から寄せられているが、これを実証するために、企業から

の照会に対する回答実績等を調査する。

→研修コース、セミナーについてはC／Pが自力で実施していることを確認した。企業訪問、技

術相談については日本人専門家の助力を得ることが多いが、自力でカバーできる技術分野も拡

大しつつある。技術サービスの内容については、例えば研修コースなどは教材の開発、カリ

キュラムの改訂がみられず、同じ内容のコースが繰り返されているという問題点が指摘でき

る。フォローアップの実施にあたり、民間との関係良化に向けての意欲があったのかという論

点については、IDBトップが描いている組織改編のアイデアをみても、IDBの使命は民間中小

企業の支援にあるとの認識が根づいていると判断してよいと思われる。

（民間業界団体との関係）

◎鋳造協会（FD&SI）との関係が良好でないという報告があるが、これはどのような問題に起因

するものか鋳造協会自体を含む関係者へのインタビューを通じ、調査する。FD&SIと良好な関

係を築くことでより効果的に技術サービスを提供する体制を確立することができたのではない

かと考えられるとともに、そもそも、FD&SI との良好な関係を築くことは（こと本フォロー

アップの目的が民間との関係強化にあったことにかんがみれば）プロジェクト活動の内部の取

り組みと位置づけられるべきであり、外部条件としたことは適切でなかったと思われる（PDの

妥当性？）。

→ IDB側には FD&SI が、特に積極的に連携を図ることによりメリットを得られる相手ではない

という意識があったように思われる（FD&SIは業界団体というよりは個人の力によってできあ

がった組織であり、実施体制も不十分であることから、民間の組織であるという理由だけで

FD&SIを実施機関とする協力を開始した国連工業開発機関（UNIDO）は協力期間終了後早々と
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撤退してしまった、等の説明が繰り返しなされた）。最近になってこそFD&SIとの協調の機運

が生まれているものの、プロジェクトは企業に対する直接訪問という形で、民間セクターとの

関係強化を志向しており、FD&SIを迂回するアプローチを批判することは必ずしも正鵠を得て

いないと考えられる。

（サービス提供に係る IDB の技術水準）

◎民間のニーズとの整合性という観点では、技術指導の件数のみに着目するのではなく、木型作

成、造形、溶解等の技術分野ごとにその具体的内容まで踏み込む必要があると思われるので、

技術評価団員を中心にかかる視点からの企業訪問調査を行う。

→技術評価団員の報告にもあるとおり、各々の技術分野について、効果的なサービス提供に資す

る形での技術水準の向上がみられたと判断される（押湯、調砂等）。

（技術サービスの提供件数）

◎また、技術サービスの提供件数については、サービスの形態によっては本体プロジェクト時と

比べて減少しており、その理由について重点的に調査する（原因としては例えば、サービスの

質に問題がある、企業の数が限られている、プロジェクト側の意欲の問題等が考えられる）。

PDM上で具体的な数値目標を設けなかったことも評価を困難にしているとともに、プロジェク

ト活動のインセンティブをそいだ可能性があるのではないかと考えられ、専門家、C／ Pの意

見を聴取する（PD の妥当性？）。

→件数減少の直接的原因として、市場規模がそもそも小さいこと、間接的原因として、サービス

の内容に変化がないことからリピーターが得られないことが指摘できる。数値目標の導入につ

いては、特に関係者の意見を聴取する機会は得られなかったが、サービスの質が確保されれ

ば、相応の顧客数が確保されるはずであり、数値目標ありきでプロジェクト活動を実施するこ

とが適当であったとは必ずしも思われない。

３．効率性

（日本人専門家のチーム構成）

◎技術サービス提供の体制が必ずしも十分に強化されなかった（少なくとも量的側面をみる限

り）背景には、技術専門家中心チーム構成（及びC／Pの構成）に問題があった可能性がある。

すなわち、純粋な意味での技術移転活動に注力するあまり、民間への適切な技術サービスの提

供というプロジェクト目標達成へ向けての取り組みが不十分となったのではないかという疑問

点を指摘できる。かかる視点から、専門家及びC／Pを対象に聞き取り調査を行い、専門家の

業務内容（TOR）、専門性とプロジェクト全体の目標との間に乖離がなかったか確認する。調
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査結果によっては、専門家の TOR の明確化が不十分であった、あるいは経営管理、制度構築

といったいわゆる「ソフト」面の専門的知見を投入した方が望ましかったという結論につなが

る可能性がある（ただし、かかる経営面での努力はスリランカ側の問題であり、日本側からの

投入を控えたのは適切だったという考えもあり得、バランスをとる必要がある）。

→業界の規模が限られていること、また業界団体の助力を得られなかったことにかんがみれば、

日本人専門家及びC／Pは民間へのサービス提供に向けて十分な努力をしていると判断すべき

であると思われた。専門家は一義的には技術専門家として派遣されているが、民間部門での長

い経験を通じ、相応の「ソフト」面の知見をもち合わせており、プロジェクト目標達成に向け

てかかる知見を活用してきたという意味において、むしろこれらの専門家は TORで規定され

ている以上のパフォーマンスを示したと評価するのが妥当と思われる（逆にいえば、かかる知

見を有効に活用するためには、これら専門家の TORを一層明確化すべきだったということで

あり、この点については合同評価報告書の教訓として盛り込んだ）。経営管理あるいは制度構

築といった分野にもっぱら従事する専門家の派遣が妥当であったかについては特に議論してい

ないが、途上国の公的機関が（技術志向というよりも）顧客志向を強めつつあるという一般的

な流れにかんがみれば、かかる専門家の派遣も常に検討に値すると思われる。

△フォローアップという位置づけにかんがみれば、「鋳造技術」という指導科目で分野横断的に

指導できる専門家を派遣したことは適当だったという考え方が可能であり（本体プロジェクト

においては技術分野ごとに専門家を派遣）、主に C／ Pの意見を確認する。また、機材供与、

研修員受入れを行わなかったことの効率性の観点からの是非についても専門家、C／Pから意

見を聴取する。

→上述の指摘のとおりであり、広範囲をカバーできる専門家の派遣、機材供与・研修員受入れの

不実施は、フォローアッププログラムの高い効率性に寄与したと判断される。

（短期専門家派遣要請への対応）

△一部の短期専門家を、要請がありながらリクルート上の都合により派遣できないケースがあっ

たので、この弊害はどの程度であったか技術的観点から確認する。なお、この論点は、スリラ

ンカのレベルを考えれば「余人をもって代えられない」技術をもつ専門家の派遣が真に必要で

あったのか、あるいは、鋳造分野の技術協力に係る日本側の人材のアベイラビリティに問題が

あるのではないか、といった別の論点につながっていく可能性があり、関係者の協議を通じ、

必要に応じ合同評価報告書にかかる内容を盛り込むこととする。

→計画には記載されたものの、実際には派遣されなかった短期専門家の指導分野は長期専門家が

カバーしたという認識をIDB側も有していることが確認された。人材のアベイラビリティに係
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る議論には至らなかった。

（日本、スリ・ランカ双方の投入のバランス）

○技術サービスの提供、特に研修コースの運営に必要な経費はどの程度、スリランカ側の負担に

より賄われたか、一方日本側の現地業務費の投入はどの程度であったか確認する。

→日本人専門家チームは基本的にスリランカ側の自助努力を求めるスタンスをとったが、消耗品

の手当て、あるいは技術サービスのうち、特にセミナーの開催について現地業務費の投入に頼

らざるを得ない局面もあった。

（供与機材の活用度）

○高周波炉、キュポラをはじめとする本体プロジェクトで供与された機材はフォローアップ期間

中も適正に利用されたか確認する。特に、割高な電気料金のために高周波炉の十分な活用が図

れていないとの報告もあり、確認を要するとともに、自立発展性の観点も踏まえ、今後の方向

性について協議する（なお、IDBより自家発電機の供与が要請されるも、機材供与はフォロー

アップでは想定していなかったことから却下した経緯あり）。また、日々の技術移転活動にお

けるこれら機材の活用状況、民間鋳造業界とIDBの設備保有状況の比較についても確認する。

→高周波炉の使用が停止していることは、深刻な問題であることが改めて確認された。現状にお

いては、キュポラの積極的活用が図られているが、IDBとしては研修コースをappealing な内

容とするためにも高周波炉の活用は必須と考えており、自家発電機の導入に向けて何とかド

ナーの支援を勝ち得たいとの意向である。ほかにもIDBの保有設備と民間企業の設備との間に

格差がある事例は確認された。もっとも、研修の効果として、顧客が研修で有効性を確認した

機材を自身の生産工程に導入するという可能性もあり、一概に企業にない機材を用いた研修で

あるから有効性が低いともいい切れないと思われる。

（スリランカ側投入の妥当性）

○溶解のC／Pが１名配置されないという問題があったが、これはプロジェクト目標の達成との

関連でどのような問題があったか、専門家からの聞き取りを通じ確認する。

→ C／ P の多能工化の試みにより、深刻な問題にはつながらなかったことを確認した。

△本体プロジェクト期間中に我が国で研修を受けたC／PはIDBにとどまり、フォローアップ期

間中もプロジェクトに関与したか確認する。

→本体プロジェクト中に日本で研修を受けた 15 名（うち C／ Pは 10 名）のうち、８名はフォ

ローアッププログラムに関与していることを確認した。
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（その他）

○IDB内にマーケティング部があり、民間部門との関係構築というトピックと何らかの関係をも

ち得るのではないかと思われるので、連携の余地はなかったのか、専門家、C／ Pのほか組織

全体を見渡せる立場にある IDB 幹部の意見も聴取する。

→現段階において、ほとんど組織内の横の連携はないようであるが、IDB の今後の方針として

は、計画中の組織改編の動きにみられるように、マーケティング部を顧客にとっての一義的な

コンタクトポイントと位置づけ、その機能強化を図る予定であることを確認した。また、鋳造

セクションとマーケティング部等との連携を強めるべきであることを提言に盛り込んだ。

△国内委員会、合同調整委員会は適切に機能したか、専門家等の意見を聴取する。

→国内委員会、合同調整委員会の機能については、特に問題ないと思われる。

△技術交換事業は有益であったか、専門家、当該 C／ P から聴取する。

→時間的制約から、入手済みの報告書の内容以上に、具体的な成果に係る情報を聴取するには至

らなかった。

４．インパクト

直接的インパクト（上位目標の達成度）

（上位目標の達成度確認のための指標）

◎上位目標「スリランカ鋳造産業の技術能力・生産能力が向上する」が達成されたかを検証す

るPDM上の指標である「IDBの研修受講者の配置状況（distribution）」を確認する。ただし、

上位目標の達成状況としてかかる指標を用いることに疑問をはさむ余地もあるので（PD の

妥当性？）、補完的に以下の情報の収集を試みる。すなわち、まずミクロレベルでは、IDBが

技術サービスを提供した企業の業績が改善した、あるいは付加価値の高い製品を採算ベース

で生産できるようになったといった事例がないか、アンケート、インタビュー調査を通じ確

認する。また、マクロレベルでは、鋳造セクターの生産量、付加価値の増加、あるいは鋳造

製品の輸入減少等のデータをもって上位目標の達成度を確認するべきであると思われるの

で、かかる統計資料の入手を図る。

→研修参加者はもともと鋳造業界の関係者であり、PDM上の指標は不適切であることを確認し

た。ミクロレベルでは、企業の業績改善といった定量的な情報は入手できなかったものの、

IDBのサービスを利用した企業が不良率の低下を達成した等の報告もあり、上位目標達成の

萌芽はみられるといえる。マクロレベルの統計については、提出を要請するも、鋳造製品に

特化した統計は結局入手できずじまいであった。



－ 209 －

（ベースラインデータの供給体制）

○（単発的な鋳造業界レポートは入手できているものの）スリランカ政府が鋳造産業に関する

統計データをシステマティックに提供できる体制にあるのかについても調査を要する（効果

的なプロジェクトの実施のためには、かかるベースラインデータが必須であるため）。

→上述のとおり、統計を提供できる体制にないことから、産業政策立案の基礎として、更には

ドナーによる協力の指標として重要な、かかるベースラインデータの提供体制を構築するよ

うスリランカ政府に対して提言した。

（貿易自由化の影響）

○プロジェクトを通じた上位目標の達成状況を検証するには、貿易自由化（特にインドとの自

由貿易協定）が国内鋳造産業に与える影響も勘案する必要があるので、政府機関、民間鋳造

企業から情報を収集する（この論点は自立発展性にも関連する）。

→定量的な情報は得られなかったが、貿易自由化の負の影響については、関係者から繰り返し

説明を受けた。ちなみに保護を求める国内鋳造業界の強い要望に応え、政府は暫定的に鋳物

原料となるスクラップに対する輸出税（cess）を導入している。

（PDM 上の外部条件設定に係る問題）

○プロジェクト目標から上位目標に至る外部条件の設定にも問題がある（PDの妥当性？）。な

ぜなら、鋳造企業がIDBの技術サービスを利用するか、受講者が集まるかは一義的にはIDB

が提供するサービスの質にかかっており、これを高めることが正にプロジェクトの活動目標

であるはずだからである。

→上述の論点を、案件の計画段階の充実を求める教訓の一項に盛り込み、関係者の承認を得

た。

間接的インパクト

（輸入品国産化事業の位置づけ）

◎プロジェクトの中心的な活動内容であるマンホール等輸入品の国産化事業については、以下

の視点から重点的な議論を行う必要がある。かかる事業は IDBの技術向上（PDM上の成果

２）を象徴的に示すものであり、外貨節約の効果も期待できることに加え、民間企業がかか

る製品の生産に商業ベースで着手することになれば、プロジェクトの上位目標にも貢献した

といえるであろう（ただし、この場合、IDBが提供する技術サービスを利用した民間企業の

技術・生産能力が向上するという PDM上で想定されているロジックをたどった成果ではな

いことには留意が必要である）。さらに、かかるマンホール等の製品の国産化が民間部門の
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IDBに対する評価を高める結果につながったとすれば、これはプロジェクト目標達成の貢献

要因としても評価すべきである。一方で、かかる輸入代替事業に注力するあまり、民間への

技術サービス提供体制の強化へ向けての取り組みが不十分であったとすれば問題であるし

（有効性の観点）、日本人専門家が去ったあともこのようにターゲット製品を設定して国産を

図るという事業サイクルが成り立つのか疑問が残る（自立発展性の観点）。（なお、本論点に

ついては、このようにインパクトのほか、他の評価項目にも関連してくるので、合同評価報

告書の結論の部分で総括的に議論することも一案かと思われる。）

→上述の論点のとおりであり、民業を圧迫しない程度に、C／Pの技術・名声向上、自己収入

の確保手段として、IDBによる輸入品の国産は容認されるべきと結論した。加えて、マンホー

ルカバー／フレームについては、IDBはその商業生産に携わる民間企業が現れるよう最大限

の努力をすべきであると提言した。日本人専門家が去ったあともターゲット製品を設定し、

国産化を図るという事業が成立するかについては不透明であるが、協力期間中に 45 種以上

の新規鋳造方案の作成経験を蓄積したことにかんがみれば、ある程度の持続性は見込めるの

ではないかと思われる。

（その他）

△その他、プロジェクト活動が環境面等に及ぼす影響はなかったか確認する。

→負のインパクトは特にみられなかった。プラスのインパクトとして、関係機関（FD&SI、ス

リランカ技術者協会等）との関係強化、C／Pのモチベーションの向上、IDB内の他セクショ

ンにおけるプロジェクト管理手法の導入の３点を指摘した。

５．自立発展性

（政策環境の安定性）

○制度的自立発展性として、政府の鋳造産業（あるいはより一般に中小企業）に対する政策に変

化が生ずる可能性はないか、IMF勧告等に基づく公的部門の縮小という方向性がIDBに影響を

与えることはないか、また、IDB内部で鋳造部門の重要性は変わらないかを政府機関、IDB幹

部からの聞き取り調査を通じて確認する。

→政府として中小企業振興を使命とするIDBに対する支援を継続する姿勢は、一般論としては確

認された。一方で、上述のとおり、政府に独立採算を求められていることから、IDBの組織と

してのステータスは流動的であるといえる。別言すれば、IDBは市場メカニズムのなかで生き

残ることによってのみ、その存在意義を示せるということである。
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（協力終了後のプロジェクト活動の見通し）

◎制度的・技術的問題として、日本人専門家が去ったあとに、IDBの技術サービスが（あるいは

主要なプロジェクト活動であった輸入品の代替生産が）持続的に続けられる体制にあるか検証

する必要があるので、専門家、C／ Pとの議論を通じ、見通しを確認する。なお、この文脈で

は、日本の先進的な技術に係る知識がもはや継続的に入手できないことを考えると、IDBが民

間部門の抱える問題を汲み上げる体制をどのように築いている（あるいは築いていく）かが重

要であるという結論に至ることが想定される。本体プロジェクトの終了時評価においても指摘

されているとおり、民間企業の成功事例を共有していく仲介役としての機能を強化していく必

要があると思われ、この意味で、FD&SIとの連携強化は引き続き重要な課題となろう。以上の

方向性につき、関係者との協議を経たうえで、合同評価報告書に記載することを検討する。

→C／Pは自立的に自身の技術水準を向上させていくことができるレベルに達していると判断さ

れた。この方向性をより確かなものとするために、最新の国際的な鋳造技術の動向に目を配ら

せ、国内の鋳造業への適用を検討するよう提言した。また、民間の成功事例、問題点を共有す

る機能を強化すべきとのアイデアについては賛同を得られ、FD&SIのみならず、技術者協会や

大学との連携を通じて仲介役（facilitator）としての役割を担っていくべきである旨、合同評価

報告書の提言に盛り込んだ。

（IDB の組織体制の継続性）

◎また、プロジェクトが終了したあとのIDBの組織体制にどのような変化が生じるのかC／Pや

IDB幹部からの聞き取り調査を通じ、見通しを得る〔なお、この論点を提示する背景には、往々

にしてプロジェクトの終了に伴い、C／ Pが「本来業務」に戻ってしまい、体系的なプロジェ

クト活動が停止してしまう事例が見受けられるという事情がある。本プロジェクトに関して

も、本体プロジェクト期間中に実施された真ちゅう鋳物分野での技術移転活動の成果が、フォ

ローアップ期間中には雲散霧消してしまった（専門家の活動場所が物置と化してしまった）と

いう問題が短期専門家より指摘されているので、状況を確認する〕。

→上述のとおり、IDBはマーケティング部の機能強化を図る組織改編を検討しているが、鋳造セ

クションについては今後も継続する見込みである（この関連で、C／Pの強い要望により、協

力期間中に日本から供与された自動車、OA機器等が IDBの鋳造セクションにとどまるべきで

ある旨、合同評価報告書の提言に盛り込んだ点を指摘しておく）。IDBはプロジェクト活動の継

続に強い意欲をもっており、上述の真ちゅう鋳物分野での事例については否定できないもの

の、鋳鉄分野の活動についてはかかる問題は発生しないと思われる。この関連では、人材に限

りがあることから、IDBが当面、鋳鉄分野における専門性を更に強化していくことが重要であ

り、他の鋳造技術についての知見の拡大は慎重に行うべきとの提言を行った。



－ 212 －

（その他制度的自立発展性に関する事項）

△日本人専門家チームが促進した多能工化の試みが、スリランカの文化のなかで根づいていくの

か、専門家、C ／ P からの聞き取りを通じ、見通しを得る。

→ C／ P 側もこの試みを継続する意思を有していることを確認した。

○供与機材のスペアパーツなどを的確に補充していく手続きが確立されているかについても確認

する。

→この点については、協力期間中も問題が発生していたことから、適切な手続きが確立されるよ

う提言した（ただし、IDB側は、手続きは整っているが予算的裏づけが十分でないことが問題

である旨指摘）。

（財政的自立発展性）

◎財政面の自立発展性に関しては、政府からの予算措置と自己収入の確保の両面の視点が重要で

あり、以下の観点から政府機関、IDB幹部、専門家と意見交換を行う。前者については、予算

措置の実績を確認するだけでなく監督省庁がどのようにIDBの活動をモニタリングし予算の配

付を決定しているのかというプロセスにまで着目する必要がある。後者については、自己収入

の増加を図っていくことは、IDB職員にパフォーマンス改善のインセンティブを与えるという

制度的な意味においても重要である。また、自己収入を IDB の事業予算として活用できるの

か、あるいは国庫に納める必要があるのかといった制度事情についても確認する必要がある。

自己収入を上げるにあたっては、技術サービスの提供を通じ民間企業から料金を徴収するとい

うラインと、受託生産を通じて収入を確保するというラインがあるが、プロジェクト本来の趣

旨、公的機関としてのあるべき機能を考えれば、前者を重視する必要があると思われる（そも

そも後者の活動は日本人専門家のインプットがあればこそ可能であったといえるかもしれな

い）。企業から適正な料金を徴収することは、これら企業が習得した企業を業績改善につなげ

ていこうとするインセンティブを与えるため（つまりは上位目標を達成するため）に重要であ

る。

◎また、上述の論点に触れるために、フォローアップ期間中の自己収入の変遷についても質問票

をもって確認する。なお、プロジェクト目標の達成度合いをみる１つの指標として、自己収入

の水準を目標に掲げるという選択肢もあったはずであり、その妥当性についても専門家、C／P

と意見交換を行う（PD の妥当性？）。

→まず、現状においては、公的機関が自己収入をあげた場合、同額が政府予算の拠出から控除さ

れることを確認した。かかる制度は公的機関が自己収入をあげるインセンティブを阻害すると

いう意味で問題であることから、改善を提言した。
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　一方、上述のとおり、政府は近い将来、IDBのように市場性のあるサービスを提供している

公的機関については独立採算を求めていく方針であり、かかる方針がIDBの財政的自立発展性

に与える影響は極めて大きいと懸念される。顧客が料金を払ってでもIDBのサービスを利用し

たいと考えるように、サービスの質を改善していくことが急務である。また、当面は技術サー

ビスの利用料のみに頼って、独立採算をめざすことは現実的でないので、生産活動を通じて収

入をあげることも容認されるべきである。

　IDBの自己収入の水準については情報を入手したものの（合同評価報告書のAnnex 10）、IDB

が内製した製品の売却収入が主に計上されていると思われ、技術サービスの提供を通じた収入

は現状において極めて低いレベルにとどまっているものと想像される（研修コースの参加にあ

たり3,000スリランカルピープラス税金を課しているのみ）。かかる状況を踏まえ、当面、サー

ビス提供に伴う実費（企業訪問に伴う交通費等）を企業負担とすることを提案した。

以　上
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